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在留外国人及び外国人雇用の状況
3

出典︓厚生労働省「「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和6年10月末現在）」
入管庁在留統計（2024年は12月末時点）
総務省統計局2024年9月確定値
令和5年度 労働者派遣事業報告書の集計結果（速報）
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2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
在留外国人数 2,084,919 2,152,973 2,217,426 2,186,121 2,134,151 2,078,508 2,033,656 2,066,445 2,121,831 2,232,189 2,382,822 2,561,848 2,731,093 2,933,137 2,887,116 2,760,635 3,075,213 3,410,992 3,768,977

雇用状況の届出数 486,398 562,818 649,982 686,246 682,450 717,504 787,627 907,896 1,083,769 1,278,670 1,460,463 1,658,804 1,724,328 1,727,221 1,822,725 2,048,675 2,302,587
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＋168万

派遣労働者の数︓約212万人総人口︓1億2,377万人（約3％）
15〜64歳人口︓7,367万80万人（約3％）

在留外国人︓約376万人
働いている外国人︓約230万人

35万
25万



人数規模の比較（単年）
4 順位 市区町村名 人数（人）

1 神奈川県横浜市☆★ 3,777,491

2 大阪府大阪市☆★ 2,752,412

3 愛知県名古屋市☆★ 2,332,176

4 北海道札幌市☆★ 1,973,395

5 福岡県福岡市☆★ 1,612,392

10 広島県広島市☆★ 1,200,754

11 宮城県仙台市☆★ 1,096,704

12 千葉県千葉市☆★ 974,951

13 東京都世田谷区 943,664

14 福岡県北九州市★ 939,023

15 大阪府堺市★ 826,161

25 静岡県静岡市☆★ 693,389

26 千葉県船橋市 642,907

27 埼玉県川口市 594,274

28 鹿児島県鹿児島市☆ 593,128

65 神奈川県横浜市港北区 358,530

66 和歌山県和歌山市☆ 356,729

67 東京都北区 355,213

68 奈良県奈良市☆ 354,630

117 山口県下関市 255,051

118 徳島県徳島市☆ 252,391

119 福岡県福岡市博多区 252,034

120 北海道函館市 251,084

Copyright ©  Global HR Strategy LPC. All Rights Reserved. 出典︓e-Stat（都道府県は2023年度、市区町村は2020年度）より作成

在留者増加数
357,985人

雇用状況増加数
253,912人

順位 都道府県 人数（人）

1 東京都 14,086,000

2 神奈川県 9,229,000

3 大阪府 8,763,000

4 愛知県 7,477,000

5 埼玉県 7,331,000

9 北海道 5,092,000

10 静岡県 3,555,000

11 茨城県 2,825,000

12 広島県 2,738,000

13 京都府 2,535,000

14 宮城県 2,264,000

15 新潟県 2,126,000

16 長野県 2,004,000

33 石川県 1,109,600

34 大分県 1,096,000

35 宮崎県 1,042,000

36 山形県 1,026,000

37 富山県 1,007,000

38 香川県 926,000

44 徳島県 695,000

45 高知県 666,000

46 島根県 650,000

47 鳥取県 537,000

在留者数
3,768,977人

雇用状況届出数
2,302,587人

〜

〜

〜

〜

〜

〜

〜

☆︓県庁所在地、★︓政令指定都市



在留資格別増加の内訳
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出典︓各年の「在留外国人数について」より作成

順位 在留資格 2019年（人） 2020年（人） 対前年増減 2021年（人） 対前年増減 2022年（人） 対前年増減 2023年（人） 対前年増減 2024年（人） 対前年増減

― 総数 2,933,137 2,887,116 －46,021 2,760,635 －126,481 3,075,213 ＋314,578 3,410,992 ＋335,779 3,768,977 ＋357,985 

1 永住者 793,164 807,517 ＋14,353 831,157 ＋23,640 863,936 ＋32,779 891,569 ＋27,633 918,116 ＋26,547 

2 技能実習 410,972 378,200 －32,772 276,123 －102,077 324,940 ＋48,817 404,556 ＋79,616 456,595 ＋52,039 

3 技・人・国 271,999 283,380 ＋11,381 274,740 －8,640 311,961 ＋37,221 362,346 ＋50,385 418,706 ＋56,360 

4 留学 345,791 280,901 －64,890 207,830 －73,071 300,638 ＋92,808 340,883 ＋40,245 402,134 ＋61,251 

5 特別永住者 312,501 304,430 －8,071 296,416 －8,014 288,980 －7,436 281,218 －7,762 274,023 -7,195 

6 家族滞在 201,423 196,622 －4,801 192,184 －4,438 227,857 ＋35,673 266,020 ＋38,163 305,598 ＋39,578 

7 定住者 204,787 201,329 －3,458 198,966 －2,363 206,938 ＋7,972 216,868 ＋9,930 223,411 ＋6,543 

8 特定技能 1,621 15,663 ＋14,042 49,666 ＋34,003 130,923 ＋81,257 208,425 ＋77,502 284,466 ＋76,041 

9 日配 145,254 142,735 －2,519 142,044 －691 144,993 ＋2,949 148,744 ＋3,751 150,896 ＋2,152 

10 特定活動 65,187 103,422 ＋38,235 124,056 ＋20,634 83,380 －40,676 73,774 －9,606 95,508 ＋21,734 

11 永配 41,517 42,905 ＋1,388 44,522 ＋1,617 46,999 ＋2,477 50,995 ＋3,996 53,624 ＋2,629 

12 技能 41,692 40,491 －1,201 38,240 －2,251 39,775 ＋1,535 42,499 ＋2,724 46,712 ＋4,213 

13 経営・管理 27,249 27,235 －14 27,197 －38 31,808 ＋4,611 37,510 ＋5,702 41,615 ＋4,105 

14 高度専門職 14,924 16,554 ＋1,630 15,735 －819 18,315 ＋2,580 23,958 ＋5,643 28,708 ＋4,750 

15 企業内転勤 18,193 13,415 －4,778 8,593 －4,822 13,011 ＋4,418 16,404 ＋3,393 18,375 ＋1,971 

16 教育 13,331 12,241 －1,090 12,915 ＋674 13,413 ＋498 14,157 ＋744 14,929 ＋772 

17 介護 592 1,714 ＋1,122 3,794 ＋2,080 6,284 ＋2,490 9,328 ＋3,044 12,227 ＋2,899 

18 教授 7,354 6,647 －707 6,519 －128 7,343 ＋824 7,226 －117 7,488 ＋262 

19 宗教 4,285 3,772 －513 3,034 －738 3,964 ＋930 4,123 ＋159 4,805 ＋682 

20 文化活動 3,013 1,280 －1,733 821 －459 2,400 ＋1,579 2,581 ＋181 2,712 ＋131 

21 医療 2,269 2,476 ＋207 2,482 ＋6 2,467 －15 2,547 ＋80 2,591 ＋44 

22 興行 2,508 1,865 －643 1,564 －301 2,214 ＋650 2,505 ＋291 2,635 ＋130 

― その他 3,511 2,322 －1,189 2,037 －285 2,674 ＋637 2,756 ＋82 3,103 ＋347 

＋1,008,452人コロナ



人数規模の比較（2年、3年）
6 順位 市区町村名 人数（人）

1 神奈川県横浜市☆★ 3,777,491

2 大阪府大阪市☆★ 2,752,412

3 愛知県名古屋市☆★ 2,332,176

4 北海道札幌市☆★ 1,973,395

5 福岡県福岡市☆★ 1,612,392

10 広島県広島市☆★ 1,200,754

11 宮城県仙台市☆★ 1,096,704

12 千葉県千葉市☆★ 974,951

13 東京都世田谷区 943,664

14 福岡県北九州市★ 939,023

15 大阪府堺市★ 826,161

25 静岡県静岡市☆★ 693,389

26 千葉県船橋市 642,907

27 埼玉県川口市 594,274

28 鹿児島県鹿児島市☆ 593,128

65 神奈川県横浜市港北区 358,530

66 和歌山県和歌山市☆ 356,729

67 東京都北区 355,213

68 奈良県奈良市☆ 354,630

117 山口県下関市 255,051

118 徳島県徳島市☆ 252,391

119 福岡県福岡市博多区 252,034

120 北海道函館市 251,084

Copyright ©  Global HR Strategy LPC. All Rights Reserved. 出典︓e-Stat（都道府県は2023年度、市区町村は2020年度）より作成

在留者増加数
357,985人

雇用状況増加数
253,912人

順位 都道府県 人数（人）

1 東京都 14,086,000

2 神奈川県 9,229,000

3 大阪府 8,763,000

4 愛知県 7,477,000

5 埼玉県 7,331,000

9 北海道 5,092,000

10 静岡県 3,555,000

11 茨城県 2,825,000

12 広島県 2,738,000

13 京都府 2,535,000

14 宮城県 2,264,000

15 新潟県 2,126,000

16 長野県 2,004,000

33 石川県 1,109,600

34 大分県 1,096,000

35 宮崎県 1,042,000

36 山形県 1,026,000

37 富山県 1,007,000

38 香川県 926,000

44 徳島県 695,000

45 高知県 666,000

46 島根県 650,000

47 鳥取県 537,000

在留者数
3,768,977人

雇用状況届出数
2,302,587人

〜

〜

〜

3年増加数
1,008,452人

2年増加数
672,301人

〜
3年増加数

1,008,452人

〜

〜

〜

2年増加数
672,301人

☆︓県庁所在地、★︓政令指定都市



育成就労法の改正状況
7 2023 下 2024上 2024下 2025上 2025下 2026上 2026下 2027上 2027下 2028〜

最終報告書

与党提言

政府方針決定

法案閣議決定

成立・公布

基本方針

主務省令

分野別運用方
針

試験方針

監理支援機関
事前申請

育成就労計画
事前申請

育成就労法全
面施行

2月9日
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11月30日

12月14日/21日

6月14日/21日

3月11日

3月15日

夏頃

12月頃

完了 有識者会議 有識者懇談会 専門家会議

3月11日



制度の概要と制度目的
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特
定
産
業
分
野

育成就労

特定技能１号

「相当程度の知識又は経験を必要とす
る技能」＝技能検定3級水準

特定技能２号

「熟練した技能」＝技能検定1級水準

３
年

５
年

更
新
回
数
上
限
無
し

① A2（N4等）
② 技能検定３級・特定技能１号評価試験

転籍︓N５等＋試験＋１年

① B1（N３等）
② 技能検定１級・特定技能２号評価試験

A1（N5等） or 相当講習

育
成
就
労
産
業
分
野

人材育成 人材確保

育成就労

特定技能１
号

特定技能２
号

国際貢献

16分野

11分野

︖分野
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従来の在留資格制度との関係
9

専
門
的
技
術
的
分
野

 高度専門職
 技術・人文知識・国際業務
 介護
 技能
 経営・管理等

非
専
門
的

非
技
術
的
分
野

 特定技能2号

 特定技能1号

 技能実習

従来の専門的技術的分
野の在留資格

2019年改正により拡大
した部分

専
門
的
技
術
的
分
野

 高度専門職
 技術・人文知識・国際業務
 介護
 技能
 経営・管理等

 特定技能2号

 特定技能1号

 育成就労

専門的技術的分野の在留資格

制度が変更される中心
部分

Skilled
Sem

i-
Skilled

Non-
Skilled

Copyright © Global HR Strategy LPC. All Rights Reserved.

拡大

非
専
門
的

非
技
術
的
分
野



これまでの政策との関係
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専
門
的
技
術
的
分
野

 高度専門職
 技術・人文知識・国際業務
 介護
 技能
 経営・管理等

非
専
門
的

非
技
術
的
分
野

 特定技能2号

 特定技能1号

 育成就労

積極的に受け入れる

Skilled
Sem

i-
Skilled

Non-
Skilled

[第９次雇用対策基本計画※]

「専門的、技術的分野の労働者は積極的に受け入れることとする」

[出入国在留管理基本計画]

「我が国の経済社会の活性化に資する専門的・技術的分野の外国人
については，積極的に受け入れていく」

慎重な検討を要する

[第９次雇用対策基本計画]

「いわゆる単純労働者の受入れについては、十分慎重に対応する」

[出入国在留管理基本計画]

「幅広い観点からの検討が必須であり，この検討は国民的コンセンサス
を踏まえつつ行われなければならない」

専門的・技術的分野の在留資格
である「特定技能１号」へ進むため
の在留資格であるという位置づけが
必要となる。

Copyright © Global HR Strategy LPC. All Rights Reserved.

※雇用対策基本計画は旧雇用対策法の改正により廃止されている。



育成就労制度の目標
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[最終報告書（3頁提言部分）]

「基本的に３年間の就労を通じた育成期間で特定技能１号の
技能水準の人材に育成することを目指す新たな制度を創設」

Copyright © Global HR Strategy LPC. All Rights Reserved.

[政府方針（1頁）]

「育成就労制度は、人手不足分野における特定技能１号への移行に
向けた人材育成を目指すものである」

[育成就労法1条]

「育成就労産業分野に属する相当程度の知識又は経験を必要とする
技能を有する人材を育成するとともに、育成就労産業分野における人
材を確保することを目的とする。」

 特定技能2号

「熟練した技能」

 特定技能1号

「相当程度の知識又は経験を
必要とする技能」

 育成就労

「育成就労産業分野に属する
技能」

Skilled
Sem

i-
Skilled

Non-
Skilled

[基本方針（2頁）]

「育成就労産業分野」「に属する相当程度の知識又は経験を必要と
する技能を有する人材を育成するとともに、育成就労産業分野におけ
る人材を確保する仕組みを構築することである。」

ポ
イ
ン
ト

一
定
の
専
門
性
・
技
能



技能実習法の構造
12

技能実習法

第一章
総則

1条～7条

第三章
外国人技能実習機構

第二章
技能実習

第四章
雑則

第五章
罰則

附則

技能実習計画
8条～22条

監理団体
23条～45条

技能実習生の保護
46条～49条

補則
50条～56条

総則
57条～63条

設立
64条～68条

役員等
69条～81条

評議員会
82条～86条

業務
87条～90条

財務及び会計
91条～98条

監督
99条～100条

補足
101条～102条

雑則
103条～107条

罰則
108条～115条

外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（技能実習法）

Copyright ©  Global HR Strategy LPC. All Rights Reserved.



育成就労法の構造
13

育成就労法

第一章
総則

1条～7条の2

第三章
外国人育成就労機構

第二章
育成就労

第四章
雑則

第五章
罰則

附則

育成就労計画
8条～22条

監理支援機関
23条～45条

育成就労外国人の保護

46条～49条
補則

50条～56条

総則
57条～63条

設立
64条～68条

役員等
69条～81条

評議員会
82条～86条

業務
87条～90条

財務及び会計
91条～98条

監督
99条～100条

補足
101条～102条

雑則
103条～107条

罰則
108条～115条

外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関する法律（育成就労法）

Copyright ©  Global HR Strategy LPC. All Rights Reserved.



育成就労制度における関係者図
14
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送出国政府

雇用契約

取次契約

法務省・入管庁 厚生労働省

育成就労機構

MOC

外国の送出機関

育成就労外国人

監理支援機関

育成就労実施者

契約

監督

育成就労計画
認定

斡旋

監理支援

許可事務



監理型育成就労制度の規制構造
15
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許可制育成就労外国人の斡旋 監理支援機関による
育成就労職業紹介事業

①育成就労計画の認定 と ②監理支援機関の許可 により規制を執行する構造となっている

育成就労計画の認定

在留諸申請

育成就労の実施
（育成就労計画に基づく活動）

監理支援機関による必要な指導

監理支援機関による監理

許可制

許可制



育成就労計画の位置づけ
16
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送出国政府

雇用契約

取次契約

法務省・入管庁 厚生労働省

育成就労機構

MOC

外国の送出機関

育成就労外国人

監理支援機関

育成就労実施者

契約

監督

育成就労計画
認定

斡旋

監理支援

許可事務



育成就労計画とは？
17
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育成就労を行わせようとする本邦の個人又は法人（親会社（会社法（平成十七年法律第八十六号）第二条第四号に規定
する親会社をいう。次条第四項において同じ。）とその子会社（同法第二条第三号に規定する子会社をいう。同項において同
じ。）の関係その他主務省令で定める密接な関係を有する本邦の複数の法人が育成就労を共同して行わせようとする場合は、こ
れら複数の法人。第八条の五第一項及び第八条の六第一項において同じ。）は、主務省令で定めるところにより、育成就労の対
象となろうとする外国人（育成就労外国人及び同項に規定する育成就労の対象でなくなった外国人を除く。次項において同じ。）
ごとに、育成就労の実施に関する計画（以下「育成就労計画」という。）を作成し、これを出入国在留管理庁長官及び厚生労働
大臣に提出して、その育成就労計画が適当である旨の認定を受けることができる。

育成就労法8条1項

育成就労計画の根拠
育成就労を行わせようとする者は、育成就労の対象とする外国人ごとに、育成就労の実
施に関する計画を作成し、入管庁長官・厚生労働大臣の認定を受けることができる（育
成就労法8条1項）。育成就労計画は、在留資格上の活動の根拠となり（入管法別
表1の2の下欄）、在留諸申請の添付資料にもなるため、育成就労制度には不可欠のも
のといえる。



育成就労計画に記載することは？
18
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育成就労実施者
の名称等

役員の氏名
及び住所

事業所の名称
及び所在地

外国人の氏名
及び国籍

育成就労の区分
（単独 or 監理） 従事させる業務等

事業所ごとの
責任者の氏名

単独型における
監査を行う者

監理型における
監理支援機関 外国人の待遇 その他主務省令で

定める事項

01 02 03 04 05 06

07 08 09 10 11
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認定基準 新規 転籍 再度
共通の認定基準（9条1項）

従事させる業務において要する技能の属する分野が育成就労産業分野であること （9条1項1号）。 ○

従事させる業務、当該業務において要する技能、日本語の能力その他の育成就労の目標及び内容として定める事項が、育成就労の区分に応じて主務省令で定める基準に適合していること（9条1項2
号）。 ○

育成就労の期間が三年以内であること （9条1項3号）。 ○ ×（9条の2第1項1号） ×（9条の3第1項1
号）

育成就労を終了するまでに、育成就労外国人が修得した技能及び育成就労外国人の日本語の能力の評価を主務省令で定める時期に主務省令で定める方法により行うこと （9条1項4号）。 ○

育成就労を行わせる体制及び事業所の設備が主務省令で定める基準に適合していること（9条1項5号）。 ○

育成就労を行わせる事業所ごとに、主務省令で定めるところにより育成就労の実施に関する責任者が選任されていること （9条1項6号）。 ○

単独型育成就労に係るものである場合は、単独型育成就労実施者に対する単独型育成就労の実施に関する監査の体制が主務省令で定める基準に適合していること（9条1項7号）。 ○

監理型育成就労に係るものである場合は、申請者が、育成就労計画の作成について指導を受けた監理支援機関による監理支援を受けること（9条1項8号）。 ○

育成就労外国人に対する報酬の額が日本人が当該業務に従事する場合の報酬の額と同等以上であることその他育成就労外国人の待遇が主務省令で定める基準に適合していること（9条1項9
号）。 ○

申請者が育成就労の期間において同時に複数の育成就労外国人に育成就労を行わせる場合は、その数が主務省令で定める数を超えないこと（9条1項10号）。 ○

外国の送出機関(略)からの取次ぎを受けた外国人に係るものである場合は、当該外国人が送出機関に支払った費用の額が、育成就労外国人の保護の観点から適正なものとして主務省令で定める基
準に適合していること （9条1項11号）。 ○ ×（9条の2第1項1号） ○

転籍の場合の認定基準（9条の2①）

育成就労の期間が、第八条の五第二項第五号の期間と通算して三年以内(第十一条第一項の規定により育成就労の期間が延長されている場合にあっては、四年以内)であること（9条の2第1項2
号）。 — ○ —

従事させる業務において要する技能及び当該技能の属する育成就労産業分野が従前の認定育成就労計画に定められていたものとそれぞれ同一であること （9条の2第1項3号）。 — ○ —

次のイからハまでのいずれにも適合すること。ただし、当該申請に係る育成就労外国人を対象として新たに育成就労を行わせることについて主務省令で定めるやむを得ない事情があると認められるときは、こ
の限りでない（9条の2第1項4号）。 
イ 第八条の五第二項第四号の期間が、一年以上二年以下の範囲内で育成就労外国人に従事させる業務の内容等を勘案して主務省令で定める期間を超えていること。 
ロ 育成就労外国人が修得した技能、育成就労外国人の日本語の能力その他育成就労外国人の育成の程度に関し主務省令で定める基準に適合していること。 
ハ 育成就労を行わせようとする者が育成就労の実施に関する実績、育成就労外国人の育成に係る費用の負担能力その他の育成就労を適正に実施するために必要な事項に関して主務省令で定める
基準に適合していること 。

— ○ —

再度の場合の認定基準（9条の3①）

育成就労の期間が、第八条の六第二項第四号の期間と通算して三年以内(第十一条第一項の規定により育成就労の期間が延長されている場合にあっては、四年以内)であること（9条の3第1項2
号）。 — — ○

次ののイ及びロのいずれにも適合すること（9条の3第1項3号）。
イ 従事させる業務において要する技能及び当該技能の属する育成就労産業分野が従前の認定育成就労計画に定められていたものとそれ ぞれ同一であること。
ロ 当該申請に係る育成就労の対象でなくなった外国人を対象として新たに育成就労を行わせることについて主務省令で定めるやむを得ない事情があると認められること。
※8条の6第二項第五号イの事実があり、同号ロの期間が二年を超えず、同号ハの事実がない場合において、従前の認定育成就労計画に定められていた技能と同一でない技能を要する業務又は従前
の認定育成就労計画に定められていた育成就労産業分野と同一でない育成就労産業分野に属する技能を要する業務に従事させることについて主務省令で定めるやむを得ない事情があると認められると
きは、第三号に適合することを要しない。

— — ○

育成就労法における計画認定の種類と認定基準

Copyright ©  Global HR Strategy LPC. All Rights Reserved.



育成就労制度の概要
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ポイント2 職種

 産業分野は特定技能の範囲に限定
 業務区分は特定技能と同一

ポイント3 転籍
 「やむを得ない場合」
 一定の場合の「本人の意向」

・同一機関での就労が１年超
※分野によって2年以下の範囲で延長可
・技能検定基礎級合格
・日本語能力A1(JLPT N5合格等)
※分野によって上乗せ可

・同一業務区分
・受入先企業の適切性

ポイント1 移行時の日本語能力

 就労開始前 ：N５等 or 相当講習
 特定技能１号移行時 ：N４等
 特定技能２号移行時 ：N３等

※分野によっては上乗せ可

特
定
産
業
分
野

育成就労

特定技能１号

特定技能２号

３
年

５
年

～
～

～
～

更
新
回
数
上
限
無
し

① A2（N4等）
② 技能検定３級・特定技能１号評価試験

転籍：N５等＋試験＋１年

① B1（N３等）
② 技能検定１級・特定技能２号評価試験

A1（N5等） or 相当講習

Copyright © Global HR Strategy LPC. All Rights Reserved.

育
成
就
労
産
業
分
野



育成就労制度・特定技能制度の対象分野
21
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特定産業分野（人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材の確保を図る
べき産業上の分野として法務省令で定めるものをいう。同号において同じ。）

入管法別表1の2特定技能の下欄

［特定産業分野］
生産性向上や国内人材確保のための取組（女性・高齢者のほか、各種の事情により就職に困難を来
している者等の就業促進、人手不足を踏まえた処遇の改善等を含む。）を行った上で、なお、人材を確
保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材の確保を図るべき産業上の分野

［育成就労産業分野］
特定産業分野のうち、外国人にその分野に属する技能を本邦における３年間の就労を通じて修得させ
ることが相当である分野

基本方針

特定産業分野の中に、育成就労産業分野がある
（特定技能の受け入れができない分野は、育成就労での受け入れはできない）

育成就労法2条2号

外国人にその分野に属する技能を本邦において就労を通じて修得させることが相当でるものとして主務省
令で定める分野（以下「育成就労産業分野」という。）

特定産業分野

育成就労産業分野

労働者派遣等育成就労産業分野
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厚
労
省

経
産
省

国
土
交
通
省

農
林
水
産
省

育成就労産業分野・特定産業分野

ビルクリ
業務区分︓1業務区分

人数枠︓37,000人

工業製品
製造業 業務区分︓18業務区分

人数枠︓173,300人

建設
業務区分︓3業務区分
人数枠︓80,000人

造船
舶用工業 業務区分︓3業務区分

人数枠︓36,000人

自動車
整備 業務区分︓2業務区分

人数枠︓10,000人

航空
業務区分︓2業務区分
人数枠︓4,400人

宿泊
業務区分︓1業務区分
人数枠︓23,000人

自動車
運送業 業務区分︓3業務区分

人数枠︓24,500人

鉄道
業務区分︓6業務区分
人数枠︓3,800人

介護
業務区分︓1業務区分

人数枠︓135,000人

漁業
業務区分︓2業務区分

人数枠︓17,000人

飲食料品
製造業 業務区分︓2業務区分

人数枠︓139,000人

外食
業務区分︓1業務区分
人数枠︓53,000人

林業
業務区分︓1業務区分
人数枠︓1,000人

木材
業務区分︓1業務区分
人数枠︓5,000人

農業
業務区分︓2業務区分

人数枠︓78,000人

リネン
サプライ 業務区分︓1業務区分

人数枠︓未定

物流
倉庫 業務区分︓1業務区分

人数枠︓未定

資源
循環 業務区分︓1業務区分

人数枠︓未定

→17分野

→19分野
（現在16分野）

→未定
（現在11分野）

分野の設定・拡大

分野の追加

厚
労
省

国
交
省

環
境
省



厚生労働省
介護 ・介護
ビルクリーニング ・ビルクリーニング

リネンサプライ ・リネンサプライ

経済産業省 工業製品製造業
・機械金属加工 ・電気電子機器組立て ・金属表面処理 ・紙器・段ボール箱製造 ・コンクリート製品製造 ・RPF製造 ・陶磁器製品製造 ・印刷・製本 ・
紡織製品製造 ・縫製

・電線・ケーブル製造 ・プレハブ製造 ・家具製造 ・定型耐火物製造 ・不定型耐火物製造 ・生コンクリート製造 ・ゴム製品製造 ・かばん製造

国土交通省

建設 ・土木 ・建築 ・ライフライン・設備

造船・舶用工業 ・造船 ・舶用工業 ・舶用電気電子機器

自動車整備
・自動車整備

・車体整備
航空 ・空港グランドハンドリング ・航空機整備

宿泊 ・宿泊
自動車運送業 ・トラック運転者 ・タクシー運転者 ・バス運転者

鉄道
・軌道整備 ・電気設備整備 ・車両整備 ・車輌製造 ・運輸係委員

・駅・車両清掃
物流倉庫 ・物流倉庫

農林水産省

農業 ・耕種農業全般 ・畜産農業全般
漁業 ・漁業 ・養殖業

飲食料品製造業
・飲食料品製造業

・水産加工業

外食業 ・外食業
林業 ・林業

木材産業 ・木材産業
環境省 資源循環 ・廃棄物処分業（中間処理）

23
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業務区分



産業分野、業務区分、試験、必須業務の関係
24

産業分野
例︓建設、製造

業務区分
＝転籍の範囲 業務区分

試験＝必須業務

産業分野
例︓ビルク、介護

業務区分

試験＝必須業務

試験＝必須業務

試験＝必須業務

試験＝必須業務

試験＝必須業務

試験＝必須業務

必須業務として
1/3以上行う必

要あり

同一業務区分
内であれば、
2/3就労可

技能検定型産業分野 特定技能評価試験型産業分野
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育成就労制度の主なスケジュール（仮）
25 入国前8ヶ月 入国前6ヶ月 入国 育成1〜6月 育成7〜12月 育成1年〜1年半 育成1年半〜2年 育成2年〜2年半 育成2年半〜3年

面接

内定

入国前講習

計画認定申請

在留諸申請

入国

入国後講習

配属

基礎級・育評
N5

在留期間更新

随3 or 特1評
N4

在留資格変更
許可

Copyright © Global HR Strategy LPC. All Rights Reserved.

基礎給：技能検定基礎給
育評：育成就労評価試験
随3：技能検定随時3級
特1評：特定技能1号評価試験

N5：日本語能力検定N5
N4 ：日本語能力検定N4



入国前講習・入国後講習の時間
26 入国時の日本語能力 入国前講習時間 入国後講習時間 育成就労期間中の日本語教育時間

日本語能力を有している
（例︓N4以上合格）

110時間 110時間 なし

0時間 220時間 なし

日本語能力を一定程度有している
（例︓N5合格）

110時間 110時間
100時間

（認定日本語教育機関による就労課程※）

0時間 220時間
100時間

（認定日本語教育機関による就労課程※）

試験合格なし

160時間
160時間

（内100時間は認定日本語教育機関による
就労課程※）

100時間

（認定日本語教育機関による就労課程※）

0時間
320時間

（内100時間は認定日本語教育機関による
就労課程※）

100時間

（認定日本語教育機関による就労課程※）

Copyright © Global HR Strategy LPC. All Rights Reserved.

※経過措置として登録日本語教師による講義も可能と思われる。



育成就労計画の目標と評価
27
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就労開始前

3年・育成就労計画

A1（N5等） or 
相当講習

育成1年終了 育成2年終了

育成3年終了

A1（N5等）

技能検定基礎級等

技能検定3級等
特1評価試験

A2（N4等）

特定技能1号

技能検定3級
特1評価試験

A2（N4等）

B1（N3等）

技能検定1級
特2評価試験

5年

特定技能2号
日本語能力の段階 技能の段階



育成就労実施者（受入企業）の要件

28 充足させるもの 該当NGのもの

1. 従事させる業務において要する技能の属する分野が育成就労産業分野であること （9条1項1
号）。

2. 従事させる業務、当該業務において要する技能、日本語の能力その他の育成就労の目標及び
内容として定める事項が、育成就労の区分に応じて主務省令で定める基準に適合していること
（9条1項2号）。

3. 育成就労の期間が三年以内であること （9条1項3号）。
4. 育成就労を終了するまでに、育成就労外国人が修得した技能及び育成就労外国人の日本語

の能力の評価を主務省令で定める時期に主務省令で定める方法により行うこと （9条1項4
号）。

5. 育成就労を行わせる体制及び事業所の設備が主務省令で定める基準に適合していること（9
条1項5号）。

6. 育成就労を行わせる事業所ごとに、主務省令で定めるところにより育成就労の実施に関する責
任者が選任されていること （9条1項6号）。

7. 単独型育成就労に係るものである場合は、単独型育成就労実施者に対する単独型育成就労
の実施に関する監査の体制が主務省令で定める基準に適合していること（9条1項7号）。

8. 監理型育成就労に係るものである場合は、申請者が、育成就労計画の作成について指導を受
けた監理支援機関による監理支援を受けること（9条1項8号）。

9. 育成就労外国人に対する報酬の額が日本人が当該業務に従事する場合の報酬の額と同等以
上であることその他育成就労外国人の待遇が主務省令で定める基準に適合していること（9条
1項9号）。

10. 申請者が育成就労の期間において同時に複数の育成就労外国人に育成就労を行わせる場合
は、その数が主務省令で定める数を超えないこと（9条1項10号）。

11. 外国の送出機関(略)からの取次ぎを受けた外国人に係るものである場合は、当該外国人が送
出機関に支払った費用の額が、育成就労外国人の保護の観点から適正なものとして主務省令
で定める基準に適合していること （9条1項11号）。

計画認定基準

1. 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して五年を経過しない者
2. この法律の規定その他出入国若しくは労働に関する法律の規定（第四号に規定する規定を除く。）であって政令で定めるもの

又はこれらの規定に基づく命令の規定により、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から
起算して五年を経過しない者

3. 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）の規定（同法第五十条（第二号に係る
部分に限る。）及び第五十二条の規定を除く。）により、又は刑法（明治四十年法律第四十五号）第二百四条、第二百
六条、第二百八条、第二百八条の二、第二百二十二条若しくは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法
律（大正十五年法律第六十号）の罪を犯したことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがな
くなった日から起算して五年を経過しない者

4. 健康保険法（大正十一年法律第七十号）第二百八条、第二百十三条の二若しくは第二百十四条第一項、船員保険法
（昭和十四年法律第七十三号）第百五十六条、第百五十九条若しくは第百六十条第一項、労働者災害補償保険法
（昭和二十二年法律第五十号）第五十一条前段若しくは第五十四条第一項（同法第五十一条前段の規定に係る部分
に限る。）、厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）第百二条、第百三条の二若しくは第百四条第一項（同
法第百二条又は第百三条の二の規定に係る部分に限る。）、労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和四十四年法
律第八十四号）第四十六条前段若しくは第四十八条第一項（同法第四十六条前段の規定に係る部分に限る。）又は雇
用保険法（昭和四十九年法律第百十六号）第八十三条若しくは第八十六条（同法第八十三条の規定に係る部分に限
る。）の規定により、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して五年を経過しな
い者

5. 心身の故障により育成就労実施者としての責務を果たすことができない者として主務省令で定めるもの
6. 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
7. 第十六条第一項の規定により次条第一項に規定する育成就労認定を取り消され、当該取消しの日から起算して五年を経過

しない者（密接関係法人育成就労又は労働者派遣等監理型育成就労を行わせていた者であって、当該取消しの処分の理
由となった事実に関して当該者が有していた責任の有無及び程度を考慮してこの号に該当しないこととすることが相当であると認
められるものとして主務省令で定めるものを除く。）

8. 第十六条第一項の規定により次条第一項に規定する育成就労認定を取り消された者が法人である場合（第十六条第一項
第三号の規定により当該育成就労認定を取り消された場合については、当該法人が第二号又は第四号に規定する者に該当
することとなったことによる場合に限る。）において、当該取消しの処分を受ける原因となった事項が発生した当時現に当該法人
の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者で
あるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと
認められる者を含む。第十二号、第二十五条第一項第五号、第二十六条第五号及び第三十九条第五項において同じ。）で
あった者で、当該取消しの日から起算して五年を経過しないもの（密接関係法人育成就労又は労働者派遣等監理型育成就
労を行わせていた者であって、当該取消しの処分の理由となった事実に関して当該者が有していた責任の有無及び程度を考慮
してこの号に該当しないこととすることが相当であると認められるものとして主務省令で定めるものを除く。）

9. 出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著しく不当な行為をした日から起算して五年を経過しない者
10. 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第二条第六号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」とい

う。）又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者（第十三号及び第二十六条第六号において「暴力団員等」とい
う。）

11. 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者であって、その法定代理人が前各号又は次号のいずれかに該当する
もの

12. 法人であって、その役員のうちに前各号のいずれかに該当する者があるもの
13. 暴力団員等がその事業活動を支配する者

欠格事由

Copyright ©  Global HR Strategy LPC. All Rights Reserved.

非自発的離職者を
発生させていない
こと等



非自発的離職者の発生
29

①定年、②重責解雇（除外認定による解雇）、③理由のある雇止め、④自己都合
以外の離職（普通解雇、懲戒解雇等、理由のない雇止め）は欠格事由

今いる育成就労外国人も含めて1年間雇用不可

Copyright © Global HR Strategy LPC. All Rights Reserved.

過去１年以内に、申請に係る育成就労外国人に従事させる業務と同種の業務に従事していた労働者（次に掲げる者を除く。）を離職させていないこと
ａ 定年その他これに準ずる理由により退職した者
ｂ 自己の責めに帰すべき重大な理由により解雇された者
ｃ 期間の定めのある労働契約（以下「有期労働契約」という。）の期間満了時に当該有期労働契約を更新しないことにより当該有期労働契約を終了（労働者が当該
有期労働契約の更新の申込みをした場合又は当該有期労働契約の期間満了後遅滞なく有期労働契約の締結の申込みをした場合であって、当該有期労働契約の相
手方である育成就労実施者が当該労働者の責めに帰すべき重大な理由その他正当な理由により当該申込みを拒絶することにより当該有期労働契約を終了させる場合
に限る。）された者
ｄ 自発的に離職した者

主務省令



育成就労責任者・育成就労指導員・生活相談員
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育成就労責任者

育成就労指導員、生活相談員その他の育成就労に関与する職員を監督し、育成就労の進捗状況を

管理するほか、統括管理する者。

過去３年以内に育成就労責任者に対する講習を修了した者のうち、欠格事由に該当せず、かつ、

未成年者でない者。

育成就労指導員

生活相談員

育成就労の指導を担当する者。

従事させる業務において要する技能について５年以上の経験を有し、過去３年以内に育成就労指

導員に対する講習を修了し、欠格事由にも該当せず、かつ、未成年者でない者。

育成就労外国人の生活の相談に応じ、又は必要な助言をする者。

過去３年以内に講習を修了し、欠格事由せず、かつ、未成年者でない者。

役職員︓○

常勤︓○

役職員︓○

常勤︓○

事業所︓○

役職員︓○

常勤︓○

事業所︓○



育成就労外国人の待遇（9条1項9号関係）
31
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外国の送出機関

育成就労外国人 育成就労実施者

監理支援機関

育成就労機構

送出国政府 法務省・入管庁 厚生労働省

雇用契約

斡旋

育成就労計画
認定

許可事務

取次契約

監督

MOC

契約
監理支援

1. 育成就労外国人のための適切な宿泊施設を確保していること。
2. 手当の支給その他の方法により、育成就労外国人が入国後講習に専念

するための措置を講じていること。
3. 監理支援費について、直接又は間接に監理型育成就労外国人に負担さ

せないこととしていること。
4. 食費、居住費その他名目のいかんを問わず育成就労外国人が定期に負

担する費用について、当該育成就労外国人が、当該費用の対価として供
与される食事、宿泊施設その他の利益の内容を十分に理解した上で申請
者との間で合意しており、かつ、当該費用の額が実費に相当する額その他
の適正な額であること。

5. 育成就労外国人に対する報酬を、当該育成就労外国人の指定する銀行
その他の金融機関に対する当該育成就労外国人の預金口座若しくは貯
金口座への振込み又は当該育成就労外国人に現実に支払われた額を確
認することができる方法によって支払われることとしていること。

6. 外国人であることを理由として、報酬の決定、教育訓練の実施、福利厚生
施設の利用その他の待遇について、差別的な取扱いをしていないこと。

7. 転籍制限期間が１年を超える場合にあっては、育成就労の開始日から１
年を経過した後において、育成就労外国人の昇給その他の従事させる業
務において要する技能の属する育成就労産業分野に係る分野別運用方
針で定める待遇の向上を図ることとしていること。

8. 育成就労外国人が一時帰国を希望した場合には、必要な有給休暇を取
得させるものとしていること。

9. 法務大臣及び厚生労働大臣と協議の上、当該特定の分野に特有の事
情に鑑みて告示で定める基準に適合すること。

待遇



育成就労外国人の人数（9条1項10号関係）
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常勤職員総数 基本人数枠 実施者が優良 実施者・監理支援機関優良
かつ指定区域

301以上 常勤職員総数の20分の3 常勤職員総数の10分の3 常勤職員総数の20分の9

201〜300 45 90 135
101〜200 30 60 90
51〜100 18 36 54
41〜50 15 30 45
31〜40 12 24 36
9〜30 9 18 27

8 9 18 24
7 9 18 21
6 9 18 19
5 9 15 16
4 9 12 13
3 9 10 11
2 6 7 8
1 3 4 5



外国の送出機関（9条1項11号関係）
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外国の送出機関

育成就労外国人 育成就労実施者

監理支援機関

育成就労機構

送出国政府 法務省・入管庁 厚生労働省

雇用契約

斡旋

育成就労計画
認定

許可事務

取次契約

監督

MOC

契約
監理支援

1. 送出国の国又は地域の公的機関から推薦を受けていること。
2. 制度の趣旨を理解して育成就労の対象となろうとする外国人のみを

適切に選定し、本邦の監理支援機関に取り次ぐこととしていること。
3. 取次ぎに係る外国人について素行が善良であることを確認しているこ

と。
4. 徴収する手数料その他の費用について算出基準を明確に定めてイ

ンターネットその他の適切な方法により公表するとともに、当該費用に
ついて明示し、十分に理解させることとしていること。

5. 法務大臣及び厚生労働大臣又は機構が行う調査に協力することと
していること等。

6. 機関又はその役員が拘禁刑以上の刑に処せられ、その刑の執行を
終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過
しない者でないこと。

7. 送出国の国又は地域の法令に従って事業を行うこととしていること。
8. 機関又はその役員が、過去５年以内に、一定の行為をしていないこ

と。
9. 保証金、違約金等を徴収いていないこと。
10.その他、必要な能力を有するものであること。

送出機関



送出機関に支払った費用の額の基準（9条1項11号関係）
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外国の送出機関

育成就労外国人 育成就労実施者

監理支援機関

育成就労機構

送出国政府 法務省・入管庁 厚生労働省

雇用契約

斡旋

育成就労計画
認定

許可事務

取次契約

監督

MOC

契約
監理支援

育成就労計画に記載された報酬
の月額に２を乗じて得た額を超え
ないこと

手数料



育成就労制度の転籍
35 項目 やむを得ない事情による転籍 本人の意向による転籍

通算期間 3年 3年
産業分野と要する技能 同一 同一

転籍制限期間 ― 1〜2年
技能の修得 ― 基礎級等以上

日本語の習得 ― N5以上
転籍先の制限 ― 優良な実施者

転籍者の人数枠 ― 1/3
（指定区域→その他は1/6）

移籍金 ― 1年〜1年半︓固定額×5/6
1年半〜2年︓固定額×2/3
2年〜2年半︓固定額×1/2
2年半〜 ︓固定額×1/4

Copyright © Global HR Strategy LPC. All Rights Reserved.

有識者懇談会では100
万円が例とされていた。



転籍の手続
36
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育成就労外国人

育成就労機構

監理支援機関

旧育成就労実施者

入管庁 厚労省

変更申出

共同実施者（派遣先
等）

通知 8-2③

通知 8-2④⑤

届出8-2⑥⑦

通知 8-2⑥

通知 8-4①

通知 8-4①

事務権限

新育成就労実施者

雇用契約 斡旋 8-4⑤

認定申請

 育成就労外国人から、機構・監理支援機
関・育成就労実施者のいずれに対しても、
育成就労実施者の申出ができる。

ポイント

 監理支援機関や実施者が申出を受けたら、
関係機関に通知・届出が必要で、通知・届
出を怠ったら、罰則がある（オレンジ部分）。

ポイント

 新たな育成就労実施者は、新しい育成就
労計画について、機構への認定申請を行う。

ポイント

 監理支援機関は、他の実施者との職業紹
介を行う等の必要な措置を講じる必要があ
る。

ポイント



監理支援機関の位置づけ
37
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送出国政府

雇用契約

取次契約

法務省・入管庁 厚生労働省

育成就労機構

MOC

外国の送出機関

育成就労外国人

監理支援機関

育成就労実施者

契約

監督

育成就労計画
認定

斡旋

監理支援

許可事務
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監理支援機関 第二十三条第一項の許可を受けて監理支援を行う事業を行う本邦の営利を目的としない法人をいう。

育成就労法2条11号

監理支援機関
監理支援を行う事業を行う場合、主務大臣の許可を得なければならない（育成就労法
23条1項）。
許可を受けて監理支援を行う事業を行う本邦の営利を目的としない法人を監理支援機
関という（育成就労法2条11号）。

監理支援を行う事業（以下この節、第百九条第一号及び第百十二条第一項第十一号において「監理支援事業」という。）を行
おうとする者は、主務大臣の許可を受けなければならない。

育成就労法23条1項



監理支援とは
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育成就労職業紹介事業監理
支援 監理型育成就労の実施に関する監理

監理支援次のイ及びロに掲げる行為（本邦の公私の機関が当該機関と第三号イの主務省令で定める取引上密接な関係を有する外国の公私の機関の外国にある
事業所の職員である外国人を雇用する場合にあっては、ロに掲げる行為）を行うことをいう。
イ 監理型育成就労実施者等（監理型育成就労実施者又は監理型育成就労を行わせようとする者をいう。以下同じ。）（本邦の派遣先として第三号ロの監理
型育成就労を行わせ、又は行わせようとする者を除く。）と監理型育成就労外国人等（監理型育成就労外国人又は監理型育成就労の対象となろうとする外国人
をいう。以下同じ。）との間における雇用関係の成立のあっせん
ロ 監理型育成就労実施者に対する監理型育成就労の実施に関する監理

育成就労法2条10号



監理支援機関の許可の取得
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育成就労法

第一章
総則

第三章
外国人育成就労機構

第二章
育成就労

第四章
雑則

第五章
罰則

附則

監理支援機関の許可
23条
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機構の調査
24条

許可の基準等
25条

許可の欠格事由
26条

許可申請の記載事項
主務省令

許可申請の添付資料
主務省令

営利目的でない法人
主務省令

事業遂行能力
主務省令

財産的基礎
主務省令

外部監査人
主務省令

主務省令

許可申請関係



許可申請書に記載する事項
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名称・住所
代表者氏名

役員の氏名
及び住所

監理支援事業所
の名称及び所在地

監理支援責任者の氏
名及び住所

送出機関の名称・住
所・代表者氏名

その他主務省令で定
める事項

役員の役職名
法人番号 責任役員の氏名 外部監査人の氏名ま

たは名称 法人の種類 求職申込みの概要

01 02 03 04 05 06

07 08 09 10 11
監理支援事業を開始

する予定年月日

12

相談体制

13
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育成就労法

第一章
総則

第三章
外国人育成就労機構

第二章
育成就労

第四章
雑則

第五章
罰則

附則

監理支援機関の許可
23条
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機構の調査
24条

許可の基準等
25条

許可の欠格事由
26条

許可申請の記載事項
主務省令

許可申請の添付資料
主務省令

営利目的でない法人
主務省令

事業遂行能力
主務省令

財産的基礎
主務省令

外部監査人
主務省令

主務省令
1. 本邦の営利を目的としない法人であって主務省令で定めるもの

であること。
2. 監理支援事業を適正に遂行するに足りる能力を有するものとし

て主務省令で定める基準に適合しているものであること。
3. 監理支援事業を健全に遂行するに足りる財産的基礎を有する

ものと して主務省令で定める基準に適合しているものであるこ
と。

4. 個人情報(略)を適正に管理し、並びに監理型育成就労実施
者等及び監理型育成就労外国人等の秘密を守るために必要
な措置を講じていること。

5. 監事その他法人の業務を監査する者による監査のほか、監理
型育成就労実施者と主務省令で定める密接な関係を有しない
者であって、職務の執行の監査を公正かつ適正に遂行すること
ができる知識又は経験等を有することその他主務省令で定める
要件に適合するものに、主務省令で定めるところにより、役員の
監理支援事業に係る職務の執行の監査を行わせるための措置
を講じていること。

6. 外国の送出機関から監理型育成就労の対象となろうとする外
国人らの監理型育成就労に係る求職の申込みの取次ぎを受け
ようとする場合にあっては、外国の送出機関との間で当該取次ぎ
に係る契約を締結していること。

7. 前各号に定めるもののほか、申請者が、監理支援事業を適正
に遂行することができる能力を有するものであること 

許可基準

許可基準関係
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許可基準項目 許可基準

本邦の営利を目的としない法人であって主務省令で定めるものである
こと。

①商工会議所、
②商工会
③中小企業団体
④職業訓練法人
⑤農業協同組合
⑥漁業協同組合
⑦公益社団法人
⑨公益財団法人
⑩①から⑧までに掲げる法人以外の法人であって、監理支援事業を行うことについて特別の理由があり、かつ、重要事項の決定及び業務の監査を行う適切な機関を置いている
もの
⑪当該特定の分野に特有の事情に鑑みて告示で定める法人

監理支援事業を適正に遂行するに足りる能力を有するものとして主
務省令で定める基準に適合しているものであること。

（１）監理支援を行う監理型育成就労実施者の数が２以上であること、又は２以上となることが見込まれること。
（２）申請者の常勤の役員又は職員（監理支援の実務に従事する者に限る。）の数が、次のいずれの数も超えていること。
ア 監理支援を行う監理型育成就労実施者の数を８で除して得た数（その数が１未満である場合には、１とする。）
イ 監理支援を受ける監理型育成就労の対象となっている監理型育成就労外国人の数を４０で除して得た数（その数が１未満である場合には、１とする。）
（３）監理支援に係る監理型育成就労外国人からの相談に応じ、当該監理型育成就労外国人が十分に理解することができる言語により適切に対応するために必要な措置
を講じていること。
（４）育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護の観点から申請者が監理支援事業を適正に遂行するに足りる能力を有していること。
（５）その他監理支援事業を遂行する能力に関する所要の改正をすること。

監理支援事業を健全に遂行するに足りる財産的基礎を有するものと 
して主務省令で定める基準に適合しているものであること。

債務超過の状態にないこと

監事その他法人の業務を監査する者による監査のほか、監理型育成
就労実施者と主務省令で定める密接な関係を有しない者であって、職
務の執行の監査を公正かつ適正に遂行することができる知識又は経験
等を有することその他主務省令で定める要件に適合するものに、主務
省令で定めるところにより、役員の監理支援事業に係る職務の執行の
監査を行わせるための措置を講じていること。

（１）法第２５条第１項第５号の主務省令で定める密接な関係を有しない者は、次のいずれにも該当しない者とすること。
ア 申請者が監理支援を行う監理型育成就労実施者（過去５年以内に申請者が監理支援を行った監理型育成就労実施者を含む。）若しくはその役員若しくは職員又は
過去５年以内にこれらの者であったもの
イ アに規定する者の配偶者又は二親等以内の親族
ウ 社会生活において密接な関係を有する者であって、外部監査の公正が害されるおそれがあると認められるもの
（２）法第２５条第１項第５号の主務省令で定める要件は、次のいずれにも該当する者であって役員の監理支援事業に係る職務の執行の監査を公正かつ適正に遂行す
ることができる能力を有するものであることとすること。
ア 過去３年以内に外部監査人に対する講習として法務大臣及び厚生労働大臣が告示で定めるものを修了した者であること。
イ 弁護士若しくは弁護士法人、社会保険労務士若しくは社会保険労務士法人又は行政書士若しくは行政書士法人その他育成就労に関する知見を有する者であること。
ウ 一定の事由に該当しない者であること。
エ インターネットを利用して公衆の閲覧に供する方法により外部監査人の氏名を機構が公表することに同意していること。
（３）外部監査は、次に定めるところにより行うものとすること。
ア 監理型育成就労実施者に対する監査その他の申請者の業務が適正に実施されているかどうかについて、次に掲げる方法により、監理支援事業を行う各事業所につき３月に
１回以上の頻度で確認し、その結果を記載した書類を申請者に提出すること。
（ア）責任役員及び監理支援責任者から報告を受けること。
（イ）申請者の事業所においてその設備を確認し、及び帳簿書類その他の物件を閲覧すること。
イ 監理型育成就労実施者に対する監査が適正に実施されているかどうかについて、申請者が行う１０（１）又は（２）の監査に監理支援事業を行う各事業所につき１年
に１回以上同行することにより確認し、その結果を記載した書類を申請者に提出すること。
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育成就労法

第一章
総則

第三章
外国人育成就労機構

第二章
育成就労

第四章
雑則

第五章
罰則

附則

監理支援機関の許可
23条
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機構の調査
24条

許可の基準等
25条

許可の欠格事由
26条

許可申請の記載事項
主務省令

許可申請の添付資料
主務省令

営利目的でない法人
主務省令

事業遂行能力
主務省令

財産的基礎
主務省令

外部監査人
主務省令

主務省令

1. 第十条第二号、第四号又は第十三号に該当する者
2. 第三十七条第一項の規定により許可を取り消され、当該取消

しの日から起算して五年を経過しない者
3. 第三十七条第一項の規定による許可の取消しの処分に係る行

政手続法（平成五年法律第八十八号）第十五条の規定に
よる通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないこと
を決定する日までの間に、第三十四条第一項の規定による監
理支援事業の廃止の届出をした者当該事業の廃止について相
当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五
年を経過しないもの

4. 出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著しく不当な行
為をした日から起算して五年を経過しない者

5. 役員が一定の欠格事由に該当する者があるもの
6. 暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者とし

て使用するおそれのある者

欠格事由

欠格事由関係
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育成就労法

第一章
総則

第三章
外国人育成就労機構

第二章
育成就労

第四章
雑則

第五章
罰則

附則

職安法の特例等
27条
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監理支援費
28条

許可証
29条

監理支援費
主務省令

長期の有効期間
主務省令

主務省令

許可の条件
30条

許可の有効期間等
31条

改善命令（法36条）、業務
停止命令（法37条）を受け
ていないこと

監理支援費関係
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監理支援機関は、監理支援事業に関し、監理型育成就労実施者等、監理型育成就労外国人等その他の関係者から、いかなる名義でも、手数料又は報酬を受けてはならない。

育成就労法28条1項

前項の規定にかかわらず、監理支援機関は、監理支援事業に通常必要となる経費等を勘案して主務省令で定める適正な種類及び額の監理支援費をその用途及び金額を明示した上で
監理型育成就労実施者等から徴収することができる。

育成就労法28条2項

主務省令

職業紹介費 監理型育成就労実施者等と監理型育成就労外国人等との間における雇用関係の成
立のあっせんに係る事務に要する費用（募集及び選抜に要する人件費、交通費、外国
の送出機関へ支払う費用その他の実費に限る。）の額を超えない額

監理型育成就労実施者等から求人の申込みを受理し
た時以降に当該監理型育成就労実施者等から徴収
する。

講習費 監理支援機関が実施する入国前講習及び入国後講習に要する費用（監理支援機
関が支出する施設使用料、講師及び通訳人への謝金、教材費、監理型育成就労外
国人に支給する手当その他の実費に限る。）の額を超えない額

入国前講習に要する費用にあっては入国前講習の開
始日以降に、入国後講習に要する費用にあっては入国
後講習の開始日以降に、監理型育成就労実施者等
から徴収する。

監査指導費 監理型育成就労の実施に関する監理支援に要する費用（監理型育成就労実施者に
対する監査及び指導に要する人件費、交通費その他の実費に限る。）の額を超えない
額

監理型育成就労外国人が監理型育成就労実施者の
事業所において業務に従事し始めた時以降一定期間
ごとに当該監理型育成就労実施者から徴収する。

その他諸経費 その他育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に資する費用（実費に限
る。）の額を超えない額

当該費用が必要となった時以降に監理型育成就労実
施者等から徴収する。

01 職業紹介費、講習費、監査指導費、その他諸経費のいずれかであること
02 実費であること
03 用途及び金額を明示していること



監理支援費のポイント
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01 職業紹介費、講習費、監査指導費、その他
諸経費のいずれかであること

02 実費であること 03 用途及び金額を明示していること

職業紹介費
講習費
監査指導費
その他諸経費

接待交際費
ブローカーへの支払い
技能実習事業に関係しない支
出

実施者監理支援機関送出機関

35,000円5,000円

監理支援費35,000円から送出
し管理費5,000円を控除した残
額も、明示した経費で支出した。

監理支援費35,000円から送出
し管理費5,000円を控除した残
額のうち、10,000円は利益とし
た。

実施者監理支援機関

用途・金額を明示

監理費表で用途・金額を明示し、
契約書にも記載した上で監理支
援費を徴収する。

監理費表によって明示していない
用途での徴収、監理費表・契約
書で用途・金額を示さない



届出関係
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育成就労法

第一章
総則

第三章
外国人育成就労機構

第二章
育成就労

第四章
雑則

第五章
罰則

附則

変更の届出
32条
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困難時の届出
33条

事業の休廃止
34条

主務省令

技能実習法とほぼ同じ



指導取消関係
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育成就労法

第一章
総則

第三章
外国人育成就労機構

第二章
育成就労

第四章
雑則

第五章
罰則

附則

報告徴収等
35条
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改善命令等
36条

許可の取消し等
37条

主務省令

技能実習法とほぼ同じ
改善命令（法36条）、業務停止命令（法
37条）を受けると長期の許可有効期間を受
けられない点に注意
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育成就労法

第一章
総則

第三章
外国人育成就労機構

第二章
育成就労

第四章
雑則

第五章
罰則

附則

名義貸しの禁止
38条
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計画に従った監理支援
39条

監理支援責任者
40条

主務省令への委任
45条

連絡調整等の基準
主務省令

業務実施の基準
主務省令

密接関係役員等
主務省令

監理支援責任者
主務省令

主務省令

帳簿の備付け
41条

監査報告等
42条

個人情報の取扱い
43条

秘密保持義務
44条

監理支援業
務関係 1. 監理支援機関は、認定育成就労計画に従い、当該監理型育

成就労外国人に係る監理型育成就労の監理支援を行わなけ
ればならない。

2. 監理支援機関は、その監理支援を行う監理型育成就労実施
者が監理型育成就労外国人が修得した技能の評価を行うに
当たっては、当該監理型育成就労実施者に対し、必要な指導
及び助言を行わなければならない。

3. 監理支援機関は、主務省令で定める基準に従い、第八条の四
第五項並びに第五十一条第一項及び第二項に規定する措置
その他の必要な措置を適切に行わなければならない。

4. 前三項に規定するもののほか、監理支援機関は、監理型育成
就労の実施状況の監査その他の業務の実施に関し主務省令
で定める基準に従い、その業務を実施しなければならない。

5. 監理支援機関は、監理型育成就労実施者と主務省令で定め
る密接な関係を有する役員又は職員を、前各項に規定する業
務のうち主務省令で定めるものの実施に関わらせてはならない。

業務の基準
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01 3か月に1度以上の頻度での定期監査
02 計画認定取消事由の疑いのある際の臨時監査
03 育成就労1年目の間の訪問指導

主務省令（定期監査）

監理型育成就労実施者が認定育成就労計画に従って監理型育成就労を行わせているか、出入国又は労働に関する法令に違反していないかどうかその他の監理型育成就労の適正な実
施及び監理型育成就労外国人の保護に関する事項について、監理支援責任者の指揮の下に、次に掲げる方法（監理支援を受ける監理型育成就労が育成就労産業分野のうち法務
大臣及び厚生労働大臣が告示で定める特定の分野に係るものである場合にあっては、当該特定の分野を所管する関係行政機関の長が、法務大臣及び厚生労働大臣と協議の上、当該
特定の分野に特有の事情に鑑みて告示で定める方法、その他監理型育成就労外国人が従事する業務の性質上次に掲げる方法のうちにその方法によることが著しく困難なものがある場合
にあっては、当該方法については、これに代えて他の適切な方法）により、監理型育成就労実施者に対し３月に１回以上の頻度で監査を適切に行うこと。
ア 監理型育成就労の実施状況について実地による確認を行うこと。
イ 育成就労責任者及び育成就労指導員から報告を受けること。
ウ 監理型育成就労実施者が監理型育成就労の対象としている監理型育成就労外国人の４分の１以上（当該監理型育成就労外国人が２人以上４人以下の場合にあっては２人
以上）と面談すること。
エ 監理型育成就労実施者の事業所においてその設備を確認し、及び帳簿書類その他の物件を閲覧すること。
オ 監理型育成就労実施者が監理型育成就労外国人の宿泊施設その他の生活環境を確認すること。

主務省令（臨時監査）

監理型育成就労実施者について法第１６条第１項各号のいずれかに該当する疑いがあると認めたときは、監理支援責任者の指揮の下に、直ちに、（１）又は（２）の監査を適切に
行うこと。

主務省令（訪問指導）

監理型育成就労実施者が認定育成就労計画に従って監理型育成就労を行わせているかについて、監理支援責任者の指揮の下に、１月に１回以上の頻度で、実地による確認（監理
型育成就労外国人が従事する業務の性質上当該方法によることが著しく困難な場合にあっては、他の適切な方法による確認）及び監理型育成就労実施者に対する必要な指導を行うこ
と。ただし、監理支援を受ける監理型育成就労実施者における監理型育成就労外国人の育成就労の対象となっていた期間（法第９条の３ただし書に該当するものとして法第８条の６
第１項の認定を受けた育成就労計画に基づく育成就労の対象となっている育成就労外国人にあっては、当該認定の後に育成就労の対象となっていた期間がある場合には、当該期間を含
む。）の合計が１年を超えている場合は、この限りではない。
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監理支援責任者

相談体制

外部監査人

配置基準

育成就労外国人が十分理解すること
ができる言語により適切に対応するた
めに必要な措置

実施者の数

実施者の数が2以上であること（または、
2以上になることが見込まれること）

職員数＞実施者÷8であること。
（1職員あたり7実施者であればOK）

×10

職員数＞育成就労外国人÷40であること。
（1職員あたり39人であればOK）

×10

×10 ×10

弁護士、社労士、行政書士、その他
知見を有する者を外部監査人に選任、
外部監査の実施

常勤の役職員から監理支援責任者
を選任。一部欠格事由あり。

監理支援機関

密接関係役員

密接関係役員は、一定の監理支援
業務に関与することができない。

職員数＞除した数（1未満の
場合は1）から、職員の数は
最低2となる。

保護等緊急対応

保護の観点から申請者が監理支援
事業を適正に遂行するに足りる能力
を有していること
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Global HR Strategyグループの事業領域

外国人雇用の企業法務
申請取次弁護士として、入管に提出する書類の作成、提出を行います。
また、採用ルートの設計、在外子会社との間の人の移動スキームの設計等、外国人雇
用に関するスキームの設計、事業協同組合等の必要な法人の設立、監理団体や職業紹
介等の許可等必要な許認可の取得やビジネス展開に必要な契約書対応等、組織のガバ
ナンス等外国人雇用に関する企業法務の一切を行います。

法務

外国人雇用の労務
入管法に適合する就業規則等の諸規定の整備、社宅に対応した労使協定等の協定書類
の対応、労働条件通知書等の諸書式の整備、外国人雇用状況の対応を行います。
また、雇用の始期から終了までにおいて必要な手続について助言、代理人としての申
請を行います。労働関係法令や出入国管理関係法令のみではなく、脱退一時金に伴う
税還付のように一部税務についても対応しています。

労務

外国人雇用の戦略
外国人雇用の戦略レベルのトランザクション、紛争、危機管理を行います。
在外法人を含めたグループ内での人の移動スキームの立案やM＆Aにおける外国人雇
用に関するデューデリジェンスや、合併や事業譲渡に付随して行うべき入管法上の手
続を行います。
また、外国人雇用に関して生じる紛争対応や、マスコミ対応が必要な事件対応や刑事
手続の対応を行います。

戦略

外国人雇用のコンサルティング
これから外国人雇用に関するビジネスを立ち上げる場合におけるビジネスの設計、必
要なビジネスパートナーの選定（送出機関を含む）、必要な法人の設立、許認可の取
得、運営に必要な書式の整備を行います。

事業開始後についても外国人雇用に関する事業の相場を踏まえて、円滑なビジネスの
オペレーションに必要なコンサルティングを行います。

コンサルティング

外国人雇用の調査研究
外国人雇用を円滑に遂行するには、送出国の法令やグローバルスタンダードに関する
知識、送出国におけるリクルートの経路等の知識が不可欠です。
当グループでは、外部資金を獲得の上、送出国・グローバルスタンダードについての
調査研究を実施し、最新の情報収集を行うとともに、調査研究で得た知識を各事業に
反映しています。

調査研究

外国人雇用のメディア等運営
当グループでは、メールベースで年間1,000を超す外国人雇用に関する相談を受け付け
ています。また、相談だけではなく、在留諸申請、退去強制手続（在留特別許可）、
訴訟、刑事手続、M＆A等の豊富な案件を扱っています。

これらの相談や案件で培った知見を活かし、書籍、研修、メディア運営（自社メディ
ア「外国人雇用相談室」）を行っています。

メディア等運営



株式会社COMPL

外国人雇用に関する新規事業の立ち上げ、コ
ンサルティング、メディア等運営事業を行う。
外国の送出機関とのネットワークに強みを有
し、ベトナム、インドネシア、フィリピンを
送出国とする事業の立ち上げや、中国、シン
ガポールの送出機関とのビジネススキームの
構築、監理団体の設立支援等を行う。

弁護士法人Global HR Strategy
GHRS法律事務所

法務、労務、戦略、コンサルティングを主に行
う。GHRS法律事務所とあわせて所属専門家4
名、従業員合計11名（専門家、非常勤含む）
で構成されている。

法務 労務 戦略

コンサルティング

弁護士法人届出番号：1496
登録支援機関 ：22登-007557
税理士業務開始通知：全管轄国税局
代表社員 ：弁護士 杉田昌平

社会保険労務士法人
外国人雇用総合研究所

労働関係法令、社会保障関係法令に基づく手
続を行う。36協定の届出、就業規則の届出、
厚生年金保険の脱退一時金の申請や職業紹介
の許可の申請、事業報告、労働者派遣業の許
可の申請、事業報告等を行う。

所属会：東京都社会保険労務士会
代表 ：社会保険労務士 杉田昌平

労務

Global HR Strategyグループの実施体制

行政書士法人外国人
雇用サポートセンター

外国人を雇用する企業の皆様が安心して法務手
続きを進められるよう、申請手続きや書類作成
をサポートする。官公署への提出書類、許認可
申請、行政書士又は行政書士法人の業務に関連
する講習会の開催、出版物の刊行等を取り扱う。

法務

所属会：東京都行政書士会
代表 ：杉田昌平

株式会社COMPL

外国人雇用に関する新規事業の立ち上げ、コ
ンサルティング、メディア等運営事業を行う。
外国の送出機関とのネットワークに強みを有
し、ベトナム、インドネシア、フィリピンを
送出国とする事業の立ち上げや、中国、シン
ガポールの送出機関とのビジネススキームの
構築、監理団体の設立支援等を行う。

代表取締役：杉田昌平
許認可 ：古物商（書籍商）



外国人雇用相談室
外国人労働者を雇用し一緒に仕事をする際の課題を一緒に
考え一緒に解決するメディア。

外国人雇用の法務部クラウド

【外国人雇用相談室】
URL : https://ghrlab.com
※誰でも閲覧可能なナレッジ共有サイト

【外国人雇用の法務部クラウド】
URL : https://globalhrstrategy.commmune.com/view/signin
※ユーザー以外閲覧不可

Global HR Strategyグループが提供するCompliance as a Service (CaaS)の構成

外国人雇用に関する情報提供を目的としたもので、顧問契約
を結んでいるクライアント様向けに提供するポータルサイト。

外国人雇用の学校クラウド
AI杉田くん

外国人雇用に関する動画コンテンツで構成されており、月額
20万円以上の顧問契約を結んでいるクライアント様向けに提
供する実践的学習プラットフォーム。

【外国人雇用の学校クラウド】
URL : https://www5.learningpark.jp/ghrs
※ユーザー以外閲覧不可

GHRSのLINE公式アカウントを
通じた、顧問契約を結んでいる
クライアント様向けに提供する
ChatGPTを活用した外国人雇用
の自動回答ツール。

GHRS LINE公式アカウント
AI 杉田くん

https://ghrlab.com
https://globalhrstrategy.commmune.com/view/signin
https://www5.learningpark.jp/ghrs


弁護士法人Global HR Strategyが提供するCompliance as a Service (CaaS)モデル、外国人雇用分
野デジタルツールの第1弾として、2023年7月にポータルサイト「外国人雇用の法務部クラウド」を
リリース。このサイトは外国人雇用に関する情報提供を目的としたもので、顧問契約を結んでいる
クライアント様向けに提供。時系列でまとめられた公的機関の最新情報や専門家の解説資料・動画
の配信等サイト内の様々なカテゴリーによって、よりスムーズな情報の入手・ナレッジの取入れが
可能となり、外国人雇用関連業務の正確性の向上・適切な実施や効率化を実現。

「外国人雇用の法務部クラウド」 概要

内容：外国人雇用関連の情報提供ポータルサイト
対象：顧問契約を結んでいるクライアント様
料金：無料
URL：https://globalhrstrategy.commmune.com
※ユーザー以外閲覧不可

新着一覧
厚生労働省や出入国在留管理庁などの公的機関から公開される最新の

外国人雇用関連情報を時系列でまとめて発信。カテゴリーやタグでの検

索で、業務に必要な情報を効率的に入手可能。

弊法人専門家実施の研修・セミナー資料の即時掲載に加え、法令情報を

わかりやすく解説した資料や動画も随時掲載。資料はウェブ上での閲覧だ

けではなく、ダウンロードも可能。

各種制度や手続きなどを弊法人専門家がわかりやすく解説した動画を

テーマ毎に整理し掲載。基礎知識から高度な内容まで、網羅的なナレッジ

の獲得が可能。

技能実習制度や特定技能制度（分野別）、育成就労制度などに関する

公的機関のFAQリンクを一括掲載。実務に役立つ情報を簡単に検索可能。

カテゴリーのご紹介

外国人雇用の法務アップデート

e-Learning

外国人雇用FAQ

法令情報等をわかりやすく解説した動画も掲載！

他にも多種多様なコンテンツをご用意しております。
※契約プランによって、表示されるカテゴリーは異なります。

https://globalhrstrategy.commmune.com


内容：動画コンテンツの実践的学習プラットフォーム
対象：20万円以上の顧問契約を結んでいるクライアント様
料金：無料 ※1社5アカウントまで
URL：https://www5.learningpark.jp/ghrs
※ユーザー以外閲覧不可

制度見直しの解説
「育成就労法（技能実習法の抜本改正）」の概要、今後は運用要領をわかりやすく解説。

外国人雇用における一般的な手続きや実習実施者、監理団体、特定技能所属機関の必要な

手続きのポイントを体系的に学習可能。

動画コンテンツのご紹介

外国人雇用・入門編/中級編/上級編

手続解説編

※各動画は、今後順次追加予定。

外国人雇用の基礎から実務に役立つ応用までをカバー。各編を通じて、様々なステータスの

ユーザーが、外国人雇用関連業務に必要な知識やスキルを段階的に習得可能。

内容：ChatGPTを活用した自動回答ツール
対象：顧問契約を結んでいるクライアント様
料金：無料

外国人雇用のe-Learningシステム
基礎から応用まで、幅広い内容の動画コンテンツを
提供することによって、体系的な学習が可能となり、
実務者の不安を解消し、チーム全体のスキルアップ
を実現。

LINEを通じて使える自動回答サービス
法務省や厚生労働省に対する開示請求を基に、各分野の
詳細な審査要領や公式Q&Aなどを学習したクローズドな
GPTシステム。LINEを通じて、いつでもどこでも専門的
かつ正確な情報にアクセス可能。
弊法人専門家も日常的に使用しており、その利便性は実
証済み。

ドキュメント検索モード（推奨）
外国人雇用に関する質問に、「AI杉田くん」が自動で回答。関連資料もあわ

せて提示。

モードのご紹介

ChatGPTモード
必要に応じて、簡単にChatGPTモードへの切り替えが可能。

「外国人雇用の学校クラウド」「AI杉田くん」 概要

GHRS LINE公式アカウント
AI 杉田くん

https://www5.learningpark.jp/ghrs


ご質問

弁護士法人Global HR Strategy GHRS法律事務所
杉田 昌平 03-6441-2996
sugita.shohei@ghrs.law

mailto:sugita.shohei@ghrs.law

